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研究成果の概要（和文）：本研究は、国内外の研究者の協力を得てこれまで行ってきた欧米法の研究成果を踏ま
えて、東アジア（韓国、中国、台湾及び日本）における区分所有法制及びマンション管理の実態を、同じく国内
外の研究者の協力を得て調査研究することにより、比較考察すると共に、日本の喫緊の課題であり、将来の他の
アジア各国の課題である「マンションの安全性及び老朽化対策並びにそのための管理の在り方」に関して学術的
見地から立法的・政策的提言を行うことを目的とするものである。その研究成果として、韓国で立法上審議がさ
れているリモデリング及び日本で限定的に立法化されている解消制度をマンション法制の基礎とすべきであると
の見解を示した。   

研究成果の概要（英文）：This research was based on the results of surveys and studies of European 
and US law that have been carried out with the cooperation of researchers both in Japan and abroad. 
The aim of this research was two-folded.Firstly,we aimed to survey, study and conduct a comparative 
research of the actual state of 
comdominium legislation and management in Eastern Asia (Korea,China,Taiwan and Japan), again with 
the cooperation of researchers in Japan and abrord. Secondly, we aimed to make legislative and 
policy recommendations, from an academic standpoint, on the measures for condominium security and 
against condominium aging, as weii as the way of management required to achieve them. As a result of
 this research, we expressed the opinion that the remodeling being discussed in the legislative 
process in Korea and the dissolution system which has been legislated to a limited extent in Japan, 
should become the basis of condominium legislation.     
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１ 研究開始当初の背景 

本研究当初の 2013 年末現在の日本の

マンション(区分所有建物のうち居住に

供するものをいう。以下、同じ)は、約

601 万戸(1450 万人が居住)であったが、

2016 年末現在においては、634 万戸

(1550 万人が居住。なお、634 万戸のう

ち約 100 万戸が築 37 年以上の旧耐震建

物である)に至っており、ますますマン

ションは、都市部の主要な住宅となって

いる。マンションの歴史は、欧米では

100 年近くあるが、日本では 50 年程度、

韓国・中国・台湾では 20 年から 30 年程

度であるところ、急速な経済発展に伴う

都市化が進行した、韓国では全国民の約

8 割が、中国の北京・上海・杭州等の都

市部では 7割～9割がマンションに居住

している(なお、中国では敷地は国有で

あるが、建物は私有が認められる)。こ

のような社会的背景の下で、日本ではマ

ンションの耐震性と共にその経年劣化

・老朽化をめぐる問題が喫緊の立法的・

政策的課題となり、韓国・中国・台湾で

は、分譲後の管理をめぐる現下の問題と

共に、近い将来の問題として日本と同様

の経年劣化・老朽化の問題がある。 

 

２ 研究の目的 

本研究は、上記のような社会的背景の

下において、これまで行ってきた欧米法

の調査・研究(科学研究費助成事業・基

盤研究(C)平成 24 年度～平成 26 年度)

の成果を踏まえて、東アジア(韓国・中

国・台湾および日本)における区分所有

法制およびマンション管理の実態を、国

内の連携研究者および国外の共同研究

者の協力を得て調査・研究することによ

り、比較研究すると共に、日本の喫緊の

課題であり、他の東アジア各国の将来の

課題である「マンションの安全性および

老朽化対策、並びにそのための管理の在

り方」に関して学術的見地から立法的・

政策的提言を行うことを目的とするも

のである。 

 

３ 研究の方法 

本研究は、①～③の方法で行い、それ

ぞれ次のようなことを実施した。 

①基礎作業として、欧米法について

は、(ア)オ－ストラリアのニュ－・サウ

スウェ－ルズ州の改正法の翻訳を、連携

研究者である岡田康夫准教授の協力を

得て行い、(イ)ベルギ－の改正法案の翻

訳を、連携研究者である吉井啓子教授の

協力を得て行った。東アジア法について

は、(ウ)韓国の改正法案の翻訳を海外研

究協力者であるカン・ヒョクシン教授の

協力で行った。 

②定期的な研究会の開催については、

年４回程度、国内の連携研究者および海

外の研究協力者との間で実施した。海外

の研究協力者として、(ア)平成 28 年度

は、カン・ヒョクシン教授(韓国・朝鮮

大学)および権承文教授(中国・浙江工商

大学)を、(イ)平成 29 年度は、権承文教

授、陳苑妤教授(台湾・清華大学)および

P・ルコック教授(ベルギ－・リエ－ジュ

大学) を招聘し、研究会にて報告をして

もらい議論をした。なお、(ウ)平成 28

年度には、韓国法務部のマンション関連

立法担当者が日本の法制調査のために

研究代表者(鎌野)の下を訪れ、日本の法

務省および国土交通省の立法担当者を

交えてマンション法制についての意見

交換をした。 

③海外での調査・学術交流について

は、平成 27 年度は、(ア)オ－ストラリ

アのジドニ－にて改正法に関し、(イ)

フランスのパリおよびリオンにて荒廃

区分所有建物に関して、それぞれ関係機
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関でのヒアリングを実施した。なお、

(ウ)韓国・プサンの東義大学にて、マン

ションの再生に関する講演を行い、「都

市の再生」に関するシンポジウムに参加

し討議した。平成 28 年度は、(エ)韓国

・ソウルにて集合建物法の改正法案に関

する関係機関でのヒアリングおよびマ

ンションの管理の実態についての現地

調査を実施した。また、韓国集合建物学

会(高麗大学)にて、日・韓マンション法

の比較に関する講演を行い、さらに、

(オ)国立台湾大学・法学大学院(台北)

にて、日本のマンション法制を含む土地

法制の集中講義を行うと共に、日・台マ

ンション法に関する研究会を開催した。

平成 29 年度は、(カ)アメリカ・サンフ

ランシスコにて、カン・ヒョクシン教授

(カルフォルニア大学・バクレ－校ロ－

・スク－ルにて研究・研修中)と共に、

マンション法制に関するアジア法とア

メリカ法の比較に関する調査研究を実

施した。 

 

４ 研究の成果 

本研究の成果は、後掲５の論文等によ

り公刊してきたが、以下では、よりマク

ロ的な観点から、本研究によって明らか

になった２つの点を示すことにする。 

(1)区分所有法制における欧米法と東

アジア法 

欧米法(特にヨ－ロッパのドイツ・フ

ランス法)を基本的に継受した東アジア

諸国のマンション法(日本法 1962 年、韓

国法 1984 年(日本の 1983 年改正法を継

受)、台湾法 1995 年、中国法 2007 年)

は、当初から法制度は継受したものの、

その運用面においては欧米法とは異な

っていた。その最も大きな点は、区分所

有建物(マンション)の規約の定めおよ

び集会における決議を執行する機関で

ある「管理者」についてドイツ・フラン

ス等においては区分所有者から選定さ

れた専門業者がこれに当たるのに対し、

東アジア(特に日本と韓国)においては

区分所有者から選任された複数の区分

所有者(理事)がこれに当たるのが一般

的である(その理事で理事会を構成し、

理事会が執行機関となり、具体的業務は

管理業者に委託する)。ここにおいては、

さらなる考察が必要であるが、アジア的

「居住者共同体」の意識を見ることがで

きよう。 

東アジア法における各国の実務的な

喫緊の課題としては、中国と台湾におけ

る駐車場めぐる問題がある(中国では団

地内外の道路との関連で、台湾では区分

所有建物内駐車場の帰属との関連で紛

争があるとのことである)。立法上の課

題としては、中国においては法(民法・

物権法の区分所有に関する法規)と「司

法解釈」との関係の問題があり、韓国で

は私法である集合建物法の規定と行政

法である共同建物関連法の規定との整

合性の問題がある。 

(2)東アジアのマンション法制の「再

生」に関する立法的・政策的課題 

経年劣化ないし老朽化したマンショ

ンの「再生」(広義の意味での「再生」

で、維持・改良、建替え、建物敷地売却

を包含するもの)が日本の喫緊の課題で

あるが、比較法的には、(ア)維持・改良

のみによって「再生」を図るヨ－ロッパ

の法制、(イ)維持・改良後は建物敷地売

却=解消によって「再生」を図る英米(ア

メリカ・イギリス)の法制、(ウ)維持・

管理後は基本的に建替えによって「再

生」を図る東アジアの法制に大別され

る。ただ、近年は、(ア)においても、ス

イス改正法のように所定の年数経過後

は区分所有廃止請求権を認めたり、ベル
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ギ－改正法案のように特別多数決議に

よる「建替え」を認めるものが現れ、ま

た、(イ)においても、オ－ストラリア改

正法のように特別多数決議による建替

え又は解消を認める法制も現れている。

(ウ)においても、特に費用負担の点から

実際には「建替え」による「再生」はほ

とんど困難であることから、韓国では

「リモデリング」が改正法において審議

されている。わが国においても、耐震強

度不足や被災といった限定された場合

だけでなく経年劣化・老朽化の場合も含

め「解消」制度、および韓国法の審議に

見られる「リモデリング」制度の導入を

早急に検討すべきであろう。この点につ

いては、東アジア法すべてに共通する課

題である。 
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